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はじめに
　社労士試験は10科目と出題範囲も広く、また内容もかなり細かくなってき
ています。その結果、多くの受験生が学習の的を絞れずに困惑しているのが
現状ではないでしょうか。ところが、過去10年間の試験問題を子細に分析・
検討してみると、各科目とも、内容の類似した、極端な場合には全く同じ問
題がくり返し出題されていることがわかります。したがって過去の出題傾向を
しっかり把握しておけば、ムダのない的を絞った学習が可能となるわけです。
　以上のことを踏まえ本書は、過去10年間の本試験問題を、科目ごとに項目
別に「一問一答形式」にまとめました。ここ最近の択一式試験では、「組合
せ問題」や正解の個数を選ばせる「個数問題」も出題されていますが、一問
一答形式で学習を進めていけば、どのような出題方式にも対応しうる力をつ
けることができます。また、選択式問題では、本試験の出題形式のまま載せ
てありますので、実践的な演習が行えます。
　さらに、本書の解説においては、過去問を「解く」だけでなく、あわせて
確認しておきたい「ポイント」や「プラスα」の知識も充実させました。
　以上のような特徴をもった本書を学習することにより、「社労士本試験に
おいて何が求められているか」を明確につかむことができ、自信をもって本
試験に臨むことができるはずです。
　受験生の皆さんが本書を利用され、限られた学習時間を少しでも有効に活
用されて、所期の志を達成されることを心よりお祈りいたします。
　2026年 9 月

TAC社会保険労務士講座
教材制作チーム一同

　本書は、2026年 9月 2日現在において公布され、かつ、2027年本試験
受験案内が発表されるまで施行されることが確定しているものに基づいて作
成しております。
　なお、2026年 9月 3日以降に法改正のあるもの、また法改正はなされて
いるが、施行規則等で未だ細目について定められていないものについては、
2027年２月上旬より、小社ホームページにて「法改正情報」を順次公開い
たします。

TAC出版書籍販売サイト「TAC出版オンラインストア」
https://bookstore.tac-school.co.jp
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本書の構成と効果的な活用法
本書の構成要素

難問マーク
この問題は、最初は解けなくても不安にな
る必要はありません。解説をみて、最終的
に解けるようになることを目標に進めてい
きましょう。

【出題年度と問題番号の見方】
全問、出題年度と問題番号つきです。年度マークの見方は次のとおりです。
　R5-1A　令和５年の択一式、問 1のＡ肢で出題
　R5-選　 令和５年の選択式で出題
　※ 出題年度・問題番号に「改」と表示している問題は、法改正等により、一部改題が入って

いるものです。

なお、出題年度によって、年度マークを太字と細字で分けて表示しています。
令和８年～令和４年の直近５年分は太字で強調（例 R5-1A ）。さらにさかのぼった
６～10年前の問題（令和３年～平成29年）は細字（例H30-1A）となっています。
※ 労働保険の保険料の徴収等に関する法律については、労働者災害補償保険法の問 8～10、
雇用保険法の問 8～10に分けて出題されることから、以下のように表示しています。

　H30-災8A　平成30年の択一式、労働者災害補償保険法、問 8のＡ肢で出題
　H30-雇8A　平成30年の択一式、雇用保険法、問 8のＡ肢で出題

令和８年度の本試験問題を各項目の冒頭に
掲載し、最新の本試験傾向が把握しやすい
構成となっています。
その他は年度に関係なく掲載しています。
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◯受験経験のある方は、年度順に解きましょう！
　①　まずはR8～4問題を解く（年度マークが太字の問題）
　②　終わったらR3～H29問題を解く（年度マークが細字の問題）
　③ 　間違えた問題を中心によく復習
◯初学者の方は、優先順位の高いものから順に解きましょう！
　①　マークなし問題を解く
　②　①が確実に解けるようになったら マークのある問題にチャレンジ！
参考  学習スケジュールのイメージ

～ 3月 4月～ 6月 7月､ 8 月

受験経験者 R8～4（太字） R3～H29（細字） 間違えた問題を中
心に繰り返し演習初学者 マークなし 問題

効果的な活用法

過去問検索索引
本書の索引は過去問の番号から該当頁の
検索ができるように組み立てられていま
す。解きたい問題がすぐに探し出せて便
利です。

ここが
便利！

【解答の見方】
TACの過去10の解答は、問題の論点をおさえるだけ
でなく、周辺知識のインプットも効果的に行えるよ
う、解説にとくにこだわっています。

  超重要事項のまとめです。
  問題と一緒に確認しておきたい内容です。

まず 1周目は、問題を解き、解答をあわせていくこ
とに専念し、 2周目以降は、解説を読みながら、知
識の拡充をしていってください。

付属の「こたえかくすシート」で解答を隠しながら
学習することができるので、とても便利です。
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社会保険労務士試験の概要
試験概要・実施スケジュール 

受験案内配布 4 月中旬～

受験申込受付期間 4月中旬～5月下旬（令和８年は4月13日～5月31日）
※インターネット申込み、または郵送申込み

試験日程 8 月下旬（令和８年は 8月23日）
合格発表 10月上旬（令和８年は10月１日）
受験料 15,000円

主な受験資格 

学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学、短期大学、専門職大学、専門職短
期大学若しくは高等専門学校（ 5年制）を卒業した者（専攻の学部学科は問わない）
行政書士となる資格を有する者

※ 詳細は「全国社会保険労務士会連合会試験センター」のホームページにて
ご確認ください。

試験形式 

選択式
8問出題（40点満点〈1問あたり空欄が５つ〉）　解答時間は80分
文章中の5つの空欄に、選択肢の中から正解番号を選び、マークシートに
記入します。

択一式 70問出題（70点満点）　解答時間は210分
5つの選択肢の中から、正解肢をマークシートに記入します。

合格基準 

　合格基準について、年度により多少の前後がありますが、例年総得点の7
割程度となります。それぞれの試験における総得点の基準と、各科目ごとの
基準との両方をクリアする必要があります。
　参考  令和７年度本試験の合格基準
　　　　選択式： 総得点22点以上、各科目 3点以上（ただし、労働者災害補償保険法、労務管

理その他の労働に関する一般常識及び社会保険に関する一般常識は２点以上）
　　　　択一式： 総得点42点以上、各科目 4点以上（ただし、雇用保険法は３点以上）
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試験科目 

科目名 選択式 択一式
労働基準法 2 科目

混合問題で 1問
7問

労働安全衛生法 3 問
労働者災害補償保険法 1 問 7問
雇用保険法 1 問 7問
労働保険の保険料の徴収等に関する法律 なし 6問
労務管理その他の労働に関する一般常識 1 問

10問
社会保険に関する一般常識 1 問
健康保険法 1 問 10問
厚生年金保険法 1 問 10問
国民年金法 1 問 10問

過去５年間の受験者数・合格者数の推移 

年　度 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年
受験申込者数 50,433人 52,251人 53,292人 53,707人 53,618人
受験者数 37,306人 40,633人 42,741人 43,174人 43,421人
合格者数 2,937人 2,134人 2,720人 2,974人 2,376人
合格率 7.9% 5.3% 6.4% 6.9% 5.5%

詳細の受験資格や受験申込み及びお問合せは
「全国社会保険労務士会連合会試験センター」へ

https://www.sharosi-siken.or.jp
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管掌等1

過 去 問
1 問 1   国民年金事業の事務の一部は、政令の定めるところにより、法律

によって組織された共済組合、国家公務員共済組合連合会、全国市
町村職員共済組合連合会、地方公務員共済組合連合会又は私立学校
教職員共済法の規定により私立学校教職員共済制度を管掌すること
とされた日本私立学校振興・共済事業団に行わせることができる。

1 問 2   国民年金事業の事務の一部は、法律によって組織された共済組
合、国家公務員共済組合連合会、全国市町村職員共済組合連合会、
地方公務員共済組合連合会又は日本私立学校振興・共済事業団に行
わせることができる。

1 問 3   市町村長（特別区の区長を含む。）は、国民年金法第16条に規定す
る給付を受ける権利の裁定（国民年金法施行令第 1条の 2第 3号イ
から卜までに掲げる給付を受ける権利の裁定に限る。）の請求の受理
及びその請求に係る事実についての審査に関する事務に関して、請
求書、申請書又は届書を受理したときは、必要な審査を行い、これ
を日本年金機構に送付しなければならない。

1 問 4   死亡一時金の給付を受ける権利の裁定の請求の受理及び当該請
求に係る事実についての審査に関する事務は、市町村長（特別区の
区長を含む。）が行う。また当該請求を行うべき市町村（特別区を含
む。以下本問において同じ。）は、当該請求者の住所地の市町村であ
る。

H30-3E

R6-1E

R7-1C

R3-6C
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1 答 1  〇　法 3条 2項。設問の通り正しい。

1 答 2  〇　法 3条 2項。設問の通り正しい。

1 答 3  〇　令 1条の2,3号、則64条 1項。設問の通り正しい。

1 答 4  〇　令 1条の2,3号ヘ、則62条。設問の通り正しい。
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権限の委任等2

過 去 問
2 問 1   被保険者又は被保険者であった者からの国民年金原簿の訂正請求

の受理に関する厚生労働大臣の権限に係る事務は、日本年金機構に
行わせるものとされている。

2 問 2   被保険者から、預金又は貯金の払出しとその払い出した金銭によ
る保険料の納付をその預金口座又は貯金口座のある金融機関に委託
して行うことを希望する旨の申出があった場合におけるその申出の
受理及びその申出の承認の権限に係る事務は、日本年金機構に委任
されており、厚生労働大臣が自ら行うことはできない。

2 問 3   被保険者の資格又は保険料に関する処分に関し、被保険者に対
し、出産予定日に関する書類、子の養育の状況に関する書類、被保
険者若しくは被保険者の配偶者若しくは世帯主若しくはこれらの者
であった者の資産若しくは収入の状況に関する書類その他の物件の
提出を命じ、又は職員をして被保険者に質問させることができる権
限に係る事務は、日本年金機構に委任されているが、厚生労働大臣
が自ら行うこともできる。

2 問 4   受給権者に対して、その者の身分関係、障害の状態その他受給権
の消滅、年金額の改定若しくは支給の停止に係る事項に関する書類
その他の物件を提出すべきことを命じ、又は職員をしてこれらの事
項に関し受給権者に質問させることができる権限に係る事務は、日
本年金機構に委任されており、厚生労働大臣が自ら行うことはでき
ない。

2 問 5   厚生労働大臣は、政令で定める場合における保険料その他国民年
金法による徴収金の収納を、政令で定めるところにより、日本年金
機構に行わせることができるが、年金給付の過誤払による返還金の
収納は、日本年金機構に行わせることができない。

R4-4E

R2-8ｱ

難

R2-8ｲ改

難

R2-8ｳ

難

R7-8ｱ

難
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2 答 1  〇　法109条の4,1項 4号。設問の通り正しい。

2 答 2  〇　法92条の 2、法109条の4,1項17号。設問の通り正しい。

2 答 3  〇　法106条 1項、法109条の4,1項28号。設問の通り正しい。

2 答 4  ×　法107条 1項、法109条の4,1項29号。設問の権限に係る事務
は、厚生労働大臣が自ら行うことができる。

2 答 5  ×　法109条の11,1項。厚生労働大臣は、政令で定める場合におけ
る保険料その他国民年金法の規定による徴収金、年金給付の過誤払
による返還金その他の厚生労働省令で定めるもの（「保険料等」とい
う。）の収納を、政令で定めるところにより、日本年金機構に行わせ
ることができる。
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2 問 6   厚生労働大臣及び日本年金機構は、国民年金事業が、適正かつ円
滑に行われるよう、必要な情報交換を行うことその他相互の密接な
連携を確保しなければならないとされており、また、厚生労働大臣
は、日本年金機構の協力の下、国民年金事業に関する事務に従事す
る厚生労働省の職員に対し、当該事務を適正かつ円滑に行うために
必要な知識及び技能を習得させ、向上させるために必要な研修を行
うものとされている。

2 問 7   日本年金機構は、あらかじめ厚生労働大臣の認可を受けなけれ
ば、保険料の納付受託者に対する報告徴収及び立入検査の権限に係
る事務を行うことができない。

2 問 8   国民年金法第10章「国民年金基金及び国民年金基金連合会」に
規定する厚生労働大臣の権限のうち国民年金基金に係るものは、厚
生労働省令の定めるところにより、その一部を地方厚生局長に委任
することができ、当該地方厚生局長に委任された権限は、厚生労働
省令で定めるところにより、地方厚生支局長に委任することができ
る。

用語の定義3

最新問題
3 問 1   産前産後の保険料免除期間は、死亡一時金及び脱退一時金の支給

要件において、保険料納付済期間に算入される。

過 去 問
3 問 1   国民年金法第 5条第 1項の規定する保険料納付済期間には、保

険料を納付することを要しないとされた第１号被保険者の産前産後
期間又は育児期間は含まれるが、滞納処分により徴収された保険料
に係る第 1号被保険者としての被保険者期間は含まれない。

R7-8ｲ

難

R2-7A

難

R元-1ｲ

R8-3ｲ

R7-9B改
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2 答 6  〇　法109条の13、法109条の14。設問の通り正しい。

2 答 7  〇　法109条の8,1項。設問の通り正しい。

2 答 8  〇　法142条の 2。設問の通り正しい。

3 答 1  〇　法５条１項、平成30.12.6年管管発1206第１号。設問の通り
正しい。第１号被保険者としての被保険者期間のうち産前産後期間
の保険料免除の規定により納付することを要しないものとされた保
険料に係るものは、保険料納付済期間とされる。

3 答 1  ×　法 5条 1項。法 5条 1項に規定する保険料納付済期間には、
法96条（督促及び滞納処分）の規定により徴収された保険料に係る
第 1号被保険者としての被保険者期間も含まれる。



2027年度版　よくわかる社労士
合格するための過去10年本試験問題集4 国年・厚年

発行日　2026 年 10 月 14 日
　　　　初版発行
編著者　TAC株式会社（社会保険労務士講座）
発行者　齋藤智記
発行所　TAC株式会社　出版事業部　（TAC出版）
　　　　〒101-8383　東京都千代田区神田三崎町3-2-18

　　　　電話（営業）　 03-5276-9492
　　　　FAX　　　　　03-5276-9674
                      　　　　https://tacpub.jp

Ⓒ TAC　2026

管理コード　　12346P-00

〈ご注意〉

　 本書は，「著作権法」によって，著作権等の権利が
保護されている著作物です。本書の全部または一部
につき，無断で複製（コピー），転載，改ざん，公衆送
信（ホームページなどに掲載すること（送信可能化）
を含む）されると，著作権等の権利侵害となります。
上記のような使い方をされる場合，および本書を使
用して講義・セミナー等を実施する場合には，小社宛
許諾を求めてください。


	１　国年（国民年金法）
	1 管掌等
	2 権限の委任等
	3 用語の定義
	4 被保険者
	5 被保険者資格の取得
	6 被保険者資格の喪失
	7 被保険者期間の計算、種別の変更
	8 届出
	9 国民年金原簿等
	10 国庫負担
	11 基礎年金拠出金
	12 保険料の納付等
	13 保険料の前納
	14 保険料の免除
	15 保険料の追納
	16 督促、滞納処分、延滞金等
	17 給付の種類、裁定等
	18 年金の支給期間・支払期月
	19 老齢基礎年金の支給要件
	20 老齢基礎年金の年金額
	21 老齢基礎年金の支給開始年齢
	22 老齢基礎年金の失権
	23 障害基礎年金の支給要件
	24 障害基礎年金の併給の調整（併合認定）
	25 障害基礎年金の年金額・加算額
	26 障害の程度が変わった場合の年金額の改定
	27 障害基礎年金の支給停止・失権
	28 遺族基礎年金の支給要件
	29 遺族基礎年金の遺族の範囲
	30 遺族基礎年金の年金額・加算額
	31 遺族基礎年金の年金額の改定
	32 遺族基礎年金の支給停止・失権
	33 付加年金
	34 寡婦年金
	35 死亡一時金
	36 脱退一時金
	37 給付の通則
	38 国民年金基金、国民年金基金連合会
	39 不服申立て
	40 雑則
	41 罰則
	★ 選択式

	２　厚年（厚生年金保険法）
	1 目的、管掌等
	2 適用事業所
	3 被保険者
	4 被保険者の資格の得喪の確認
	5 被保険者期間等
	6 届出等
	7 被保険者に関する原簿等
	8 標準報酬月額及び標準賞与額（標準報酬）
	9 保険料
	10 督促、滞納処分及び延滞金
	11 裁定等
	12 本来支給の老齢厚生年金の支給要件
	13 報酬比例部分の額
	14 経過的加算額
	15 加給年金額
	16 在職老齢年金（高在老）
	17 老齢厚生年金の支給の繰上げ
	18 老齢厚生年金の支給の繰下げ
	19 特別支給の老齢厚生年金の支給要件・年金額
	20 特別支給の老齢厚生年金の支給開始年齢
	21 障害者・長期加入者等の特例
	22 雇用保険法の失業等給付との調整
	23 老齢厚生年金の支給繰上げの特例
	24 障害厚生年金の支給要件
	25 障害厚生年金の併給の調整（併合認定）
	26 障害厚生年金の年金額
	27 障害の程度が変わった場合の年金額の改定
	28 障害厚生年金の支給停止
	29 障害厚生年金の失権
	30 障害手当金
	31 遺族厚生年金の支給要件
	32 遺族
	33 遺族厚生年金の年金額
	34 妻に支給する遺族厚生年金の加算額
	35 遺族厚生年金の支給停止
	36 遺族厚生年金の失権
	37 脱退一時金
	38 保険給付の通則等
	39 離婚等をした場合における特例（合意分割）
	40 被扶養配偶者である期間についての特例（３号分割）
	41 不服申立て・雑則等
	★ 選択式

	過去問検索索引
	奥付



